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     バイオマス産業の最前線
バイオリファイナリー分野

　バイオマスとは、生態学上は「生物現

存量」とか単に「生物量」と訳されるが、

動物や植物、微生物の生態活動に伴って

生成される有機物を意味する。一般的に

は、これらを原料として排出される木材・

廃材・食品廃棄物・家畜ふん尿などの有

機系廃棄物も含めた生物資源を指す（た

だし、地中に蓄積されている化石燃料は

元々は生物体だが、バイオマスには含ま

ない）。

　■環境・産業の総合戦略と位置付け

　バイオマスの利用とは、これら有機生

成物を燃料や原料に利用することであり、

原油換算で 3500万キロリットルが賦存

しているとされる。バイオマス活用が叫

ばれるのは、地中の化石燃料を主体とし

た現在の生産・消費パターンが、二酸化

炭素・廃棄物を放出・蓄積することで地

球環境に深刻な影響を及ぼしているため

で、いわば地球規模の課題ともいえる。

期待される10 兆円市場活性化

　日本においては、農水・環境・文部科

学・経産・国土交通省と内閣府の６府省

が2002年12月、バイオマスを資源やエ

ネルギーとして有効利用していくための

具体策をまとめた「バイオマス・ニッポ

ン総合戦略」を策定。現在3300万トン（炭

素量換算）あるとされるバイオマスにつ

いて、2010年をめどに廃棄物系バイオマ

スで80％以上（同），未利用バイオマスで

25％以上（同）利活用する目標を設定し

た。（トレンドリポート第21号添付の「バ

イオマスニッポン総合戦略」参照）

　欧米に比べると国内のバイオマス利用

は、やや立ち遅れているが、環境配慮型

のライフスタイルが消費者の間で定着す

るに連れて、環境関連産業が産業として

成長を見せ始めている。長期的に見て 5

～10兆円ともいわれる市場のうち、本稿

では、石油をバイオマスに代替し、有機

素材・材料を生産する「バイオリファイ

ナリー」分野に焦点を当てる。

廃棄物系バイオマス

  未利用バイオマス

　　資  源  作  物

家畜ふん尿

食品廃棄物

建 設 廃 材

下水・有機排水汚泥

林 地 残 材

製 材 残 材

農 地 残 材

樹木バイオマス

草木バイオマス

水生バイオマス

除間伐材・末木・枝条・根元部

端材・おがくず・バーク

籾殻・稲わら・麦わら・パガスなど

ユーカリ・パームヤシ・ヤナギなど

トウモロコシ・サトウキビ・菜種など

ジャイアントケルプ・マコンブなど

バイオマスの分類

特　集
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　　特集・バイオマス産業最前線

有機素材・材料が巨大市場に
　バイオマス関連産業の市場規模はさま

ざまに検討されているが、総合マーケ

ティングビジネスの（株）富士経済が最

近まとめた「バイオマス利用技術全体の

市場規模」は、2002年度実績で335億に

上り、2007年度にはこれの約5倍の1695

億円に達すると推定される。地球温暖化

対策、バイオマスニッポン総合戦略に加

えて、食品リサイクル法、家畜排泄物処

理法などの法施行の影響により、バイオ

マス利用技術の全体的な需要拡大が見込

まれるためだ。（添付資料参照）

　■石油化学の30％をバイオマスで代替

　2002年度時点ですでに実用化されてい

るバイオマス技術は、堆肥化、飼料化、炭

化、生分解性プラスチック、バイオガス

化、バイオディーゼル、バイオマス直接

燃焼発電など。現在、研究開発・実証中

の技術としては、エタノール発酵および

新市場 構成製品 市場規模

バイオマス起源燃料（メタン・ガス化ガス・水素）

機器・設備・エンジニアリング
　　　　（ガス化機器・発電機・メタン発酵設備）

電力・熱などのエネルギー販売

分散型
コージェネ
レーション

エネルギーサービスなど

1～3兆円

バイオエタノール

バイオディーゼル

バイオメタノール自動車燃料

水素など

1～2兆円

バイオプラスチック

バイオアルコール

医薬・化粧品

バイオ
リファイナリー

機能性食品など

5～10兆円

バイオマス製品生産設備

ガス化・発電設備

熱電併給機器・設備海外市場

バイオマス生産技術・ノウハウ

1兆円

合　　　　　計 約10兆円

ガス化発電・液体燃料化技術があり、

2005年度以降に実用化に向かうと推測さ

れている。

　また、コンサルティングの㈱フュー

ジョン・アンド・イノベーションの報告

では、長期的には5～10兆円の巨大市場

を創出する可能性があるとされる。その

大きな要素とされているのが、石油をバ

イオマスに代替し、有機素材・材料を生

産する「バイオリファイナリー」分野。

　米国では、2050年までに石油起源の有

機素材・材料の50％をバイオマスで代替

する計画を実行しつつあり、トウモロコ

シを主材料とした生分解性プラスチック

市場については、2010年までに 12兆円

という巨大な市場に拡大する計画だ。素

材・材料に関する日本の化学工業の生産

額が26兆円に上っており、生産額の3割

程度をバイオリファイナリーに置き換え

ただけでも 10兆円に迫る規模となる。

バ
イ
オ
マ
ス
が
創
出
す
る
市
場
規
模
の
長
期
予
測

（
フ
ュ
ー
ジ
ョ
ン
・
ア
ン
ド
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
調
査
よ
り
）
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　　特集・バイオマス産業最前線

　バイオリファイナリーは、バイオとオ

イルリファイナリーからの造語で、オイ

ルリファイナリーと同様に、バイオマス

原料から複数の製品を生産することで市

場の拡大・収入の安定化・コスト低減を

実現しようとするもの。例えば、トウモ

ロコシのデンプンだけでなく、茎などの

残さも原料として利用し、その残さを構

成するセルロース、リグニンなどからC5

糖、C6糖などを経由し、エタノール以外

にも多様なバイオ製品の生産を目指す。

　■バイオリファイナリー重視の米国

　米国では、これまでバイオエタノール

の生産を順調に拡大してきたが、バイオ

マス本来の大きな潜在性を十分活用しよ

うとの視点から、今後は、バイオリファ

イナリー分野への転換を戦略的に進める

方針を取っている。

　最近の具体的な動きとしては、米国

デュポン社と米国エネルギー省再生エネ

ルギー研究所（ＮＲＥＬ）が、従来の石

油化学原料に代えて、再生可能な資源か

ら燃料および高付加価値化学製品の原料

を生産する世界初の統合的「バイオリ

ファイナリー」を共同開発すると発表し

たことに象徴される。その中核となるプ

ロジェクトは、繊維を多く含む茎、皮、葉

の部分から、デンプン質の多い穀物の部

分までトウモロコシ全体を利用して燃料

や化学製品を製造するバイオ精製技術を

確立しようとするものだ。

　共同開発の最終目標は、多種多様な植

物原料からさまざまな製品を生産する世

界初の総合的バイオリファイナリー開発

で、開発費は 770万ドル規模。

　■デュポン社、ポリマー技術と結合

　トウモロコシの実からとれる精製した

糖は、高付加価値化学製品の主原料にな

り、残渣部分は、燃料グレードのエタノー

ルと電力として利用される。高付加価値

化学製品群の一つ「ソロナ」は、アパレ

ル用織物、カーペット、包装などの用途

に使われるデュポンの最新のポリマーで、

穀物や穀物残渣の国内市場の創生につな

がると期待されている。

　ＮＲＥＬは、米エネルギー省の国立研

究機関で、植物および廃棄物から燃料や

化学製品をつくる研究をはじめ、エネル

ギー省が行っている太陽・風力エネル

ギー、先端自動車システム、水素技術な

どの研究の拠点となっている。

米国のバイオマス導入目標

トウモロコシから高付加価値化学製品

（単位＝百万トン・石油換算）

米国のトウモロコシ畑
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進展する生分解性プラスチック技術

　　　　　　　　　　　　　特集・バイオマス産業最前線

バイオマス由来のプラスチックについて

は重要な柱と位置付けられ、バイオプラ

スチック製品の開発・普及がモデル事業

の一つとされている。2004年度の政府予

算においても、農水省がバイオ生分解素

材などを生かした先進的な事例を調査・

評価し、国産資源を活用した低コストで

効率的な製造システムの確立を目指す方

針だ。（添付資料参照）

　■政府が技術開発を積極支援

　また、経産省も、バイオマスプラスチッ

クの普及に向けたバイオプロセス実用化

開発プロジェクトや、生分解・処理プロ

セスの制御技術の開発などに取り組む計

画を進めている。

　一方、産業界・民間レベルでも、新た

な生分解性素材の開発や、これらの植物

由来の素材を光ディスクメディアなどに

利用するなど徐々に広がりを見せている。

また、トヨタ自動車は、インドネシアで

栽培したサツマイモを原料にポリ乳酸を

　日本におけるバイオリファイナリー分

野の産業展開は、ようやく緒に就いた段

階だが、生分解性プラスチック技術の研

究開発は、近年目覚まし進展を見せてい

る。

　■生活用品へと需要が拡大

　生分解性プラスチックは、地中で分解

するだけでなく、低カロリーで燃焼する

ため焼却設備を痛めないこと、有害ガス

がほとんど発生しないなどのメリットか

ら、「環境にやさしいプラスチック」と呼

ばれる。当初の農業分野中心の需要から、

最近では、生活用品へと用途が多様化し

一般消費者にも知名・認知度が高まりを

見せ、市場は拡大の一途をたどっている。

　生分解性プラスチックなど天然物系は、

これまで弱点とされた耐熱性・耐衝撃性

の改良が進み、汎用プラスチックとの価

格差が２倍弱に縮まれば確実に需要拡大

するものと期待されている。

　バイオマスニッポン総合戦略の中でも、

生産量（万 t）

2100

1800

900

700

水溶性ポリマー

脂肪種子由来ウレタン

接着剤・充てん材

ベースライン

2 0 0 0     　    　     　 2 0 1 0 　        　        　 2 0 2 0 年

米国のバイオ製品生産量の推移予測
生産し、日本を含め国外に

輸出する計画を進めている。

これは、バイオリファイナ

リーの分野でも、生産設備

や技術・ノウハウの輸出の

道を開くもので、産業基盤

の裾野を広げるものとして

期待されている。

　以下に、トウモロコシな

ど植物由来のバイオプラス

チックを活用した、国内の

技術開発・事業化の動向を

リポートする。
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　　特集・バイオマス産業最前線

　トヨタ自動車株式会社（本社・愛知県

豊田市）は、植物資源を原料としたバイ

オプラスチック（ポリ乳酸）を生産する

年産千トンクラスの実証プラントを、日

本国内の既存工場内に建設する。

　■部品に採用、CO2大幅削減

　トヨタは、「地球再生・循環型社会構築」

に向けた環境負荷低減技術の研究・開発

の一環として、バイオプラスチック製造

技術の研究・開発を推進。既に、自動車

用に耐久性・耐熱性などを向上させた「ト

ヨタ　エコプラスチック」として、2003

年５月にモデルチェンジした新型「ラウ

ム」に採用を開始している。

　「ラウム」は自動車としては、世界で初

めてサトウキビやトウモロコシなどの再

生可能な植物資源からつくるトヨタエコ

プラスチックをスペアタイヤカバー、フ

ロアマットなどの部品に採用し、注目を

集めた。スペアタイヤカバーについて

LCA（ライフサイクルアセスメント）を

実施した結果では、石油系プラスチック

に比べトータルで CO2排出量を 80％以

上も低減させる効果が確認された。

立したことを受け、量産化に向けたコス

トや品質目標達成の検証を行うことが狙

いだ。サトウキビを原材料に、乳酸の発

酵・精製からポリ乳酸の重合（高分子化）

までを一貫して手がける。

カーボンニュートラルサイクル

サーマルリサイクル

トヨタエコプラスチック

原料

自動車用プラ
スチック部品

植物資源

CO2
H2O

太陽光

光合成

合成

バイオプラ実証拠点整備へト ヨ タ
自 動 車

　■ポリ乳酸の量産化目指す

　実証プラントは、バイオプラスチック

製造のための各工程の要素技術がほぼ確

　この実証

プラントで

生産したバ

イオプラス

チックを、

内装材を中

心とした自

動車部品材

料として展開していくとともに、生活に

広く浸透している多くのプラスチック汎

用製品へも応用を図っていくことにより

需要を開拓し、本格プラント建設への足

がかりとしていく方針という。

　実証プラントの建設予定地は、日本国

内の既存工場内で、敷地面積約 5千平方

メートル。年内に建設を開始し、2004年

8月の実証開始を予定している。生産規

模は、年間１千トンで、投資額は約23億

円に上る。

スペアタイヤカバー
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　　特集・バイオマス産業最前線

　独立行政法人・食品総合研究所（本部・

茨城県つくば市）と昭和産業株式会社（本

社・東京都千代田区）、株式会社日本製鋼

所（同）は、プラスチック製品の製造に

利用されている射出成形法に注目し、

コーングルテンミールを添加したオカラ

などの廃棄物を原料に、耐水性に優れた

生分解性素材の製造方法を開発した。

　■低コストで自由に成型

　この方法により、育苗ポットや食品容

器など、さまざまな形状の容器が低コス

トで製造可能となった。

　食品の加工工程で発生するオカラなど

の副産物の処理や再利用が、緊急に解決

すべき課題とされ、これら副産物を、農

業や食品分野で用いられる生分解性素材

として変換利用し、最終的に土に還元す

るための研究開発が行われている。とこ

ろが、耐水性が低いことに加えて、成形

コストが高く、成形物の形状の自由度が

低いことなどから利用が進んでいないの

が実情だった。

　食品総合研究所では、耐水性の高い生

分解性フィルムの製造について検討する

中で、耐水性を高めるためには、トウモ

ロコシ種子蛋白のゼインが有効であるこ

とを発見した。そこで、コストの低減を

図るため、ゼインを含むコーングルテン

ミールを添加したオカラや農産物の茎葉、

キノコの培地などを主な原料としてエク

ストルーダーでペレット化し、そのペ

レットを射出成形することに成功した。

　■野菜残渣など幅広い応用

　成形処理としては、コスト面などで生

産性のメリットが多い射出成形法を用い

ることでコスト低減と実際の使用に耐え

る固形成形物を得ることが出来た。射出

成形法は、一般的なプラスチック成形手

法の１つで、熱溶融時の物性が温度によ

り変化しやすい食品由来の材料では使わ

れていなかったが、高分子ポリマーの処

理、高い圧力の設定と厳密な温度設定、さ

らには射出スクリューの形状などを改良

することで、安定的な射出成形を可能に

した。

　この技術では、コーングルテンミール

のほかグリセリン（可塑剤）、オカラ、野

菜などの残渣、キノコ廃培地などの食品

副産物から資材が得られるため、コスト

の低減を図ることができる。

　また、植物の育苗ポットなどの製造で

は、材料をペレット化する際に植物の生

長に有効な微量元素などを添加しておく

ことにより、土壌中で生分解するにした

がって、拡散溶出し、安定的に植物へ供

給することが可能となる。このため、農

業での栽培管理の効率化や農地での過剰

肥料の改善などの副次的な効果も期待さ

れている。

　同研究所などでは現在、これらの資材

利用時の評価や用途別資材の改良を進め

ている。（添付資料参照）

オカラ原料の生分解性素材食品総研など
製造技術開発

成型機と生分解

性の育苗ポット
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　　特集・バイオマス産業最前線

植物由来の光ディスク開発

光ディスクグレードの植物由来プラス

チックの開発に成功した。

　■トウモロコシ 1本から 10枚

　トウモロコシ約 85粒でディスクが１

枚、トウモロコシ１本から10枚のディス

クができる。トウモロコシの生産量は全

世界で約６億トンであることから、ディ

スク 100億枚分の必要量はその 0.1％未

満。このため、生産余剰となったトウモ

ロコシで枯渇性資源の節約が可能となる。

　埋め立て処理した場合、従来のポリ

カーボネート製ディスクのように半永久

的に堆積することはなく、自然環境の中

で微生物や分解酵素によって水と二酸化

炭素に緩やかに分解され、自然に還る。こ

の二酸化炭素は、太陽エネルギー（光合

成）により再び資源として生まれ変わり、

生態系の中で循環するため化石資源の節

約と廃棄後の環境負荷軽減を同時に実現

することになる。また、焼却する場合も、

紙や木材と同様に、燃焼による発生熱量

が低く、ダイオキシンなどの有害物質が

放出されることもない。

　同社は、光ディスクメディアとしての

一般的な機能・利便性はそのままに、生

態系の循環サイクルに製品を置くことに

　三洋電機グループの三洋マービック・

メディア株式会社（本社・岐阜県安八町）

は、世界で初めて植物由来のプラスチッ

クを使用した環境対応型ディスクの受注

を 12月より開始する。

　同社が受託生産している光ディスクメ

ディアは、ＣＤ、ＣＤ－ＲＯＭなど音楽、

ゲームから出版、コンピュータプログラ

ムまでさまざまな用途の記録媒体として

活用されている。年間需要は国内で10億

枚、追記・書き換え型を加えると全世界

で 100億枚を超えると推計されている。

　■ポリ乳酸利用し環境対応

　これら光ディスクメディアの主材料に

は、軽さや強靭さ、耐熱性、透明性など

多くの有用な特性を備えるポリカーボ

ネート樹脂が使用され、製品製造の各段

階でマテリアルリサイクルを進めるなど

環境負荷低減も図ってきた。

　しかし、ポリカーボネートは枯渇性資

源を原料としており、大量消費・大量廃

棄の環境負荷は小さいとはいえない。廃

棄法としては焼却か埋め立てしかなく、

焼却時には、大気汚染物質の発生が懸念

され、埋め立て時は分解されることなく

半永久的に土中で堆積することになるた

め、主材料の見直しが課題とされてきた。

　主材料に再生可能な植物由来プラス

チック（ポリ乳酸）を使用した環境対応

型ディスクの開発は、同社と三井化学

（株）の共同で行われ、原料のトウモロコ

シからポリ乳酸を生成する技術は米国

カーギル・ダウ社から導入した。ＣＤプ

レスや精密成形技術を生かしながら、ポ

リ乳酸から光学特性と精密成形に優れた

三洋マービック
メ デ ィ ア ㈱
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微生物で廃棄物を高効率処理

 新バイオリサイクルシステム開発
　　　沖電気㈱・宮城沖電気㈱

　沖電気工業株式会社（本社・東京都港

区）の半導体製造拠点である宮城沖電気

株式会社（本社・宮城県大衡村）はこの

ほど、微生物を利用した廃棄物の高効率

処理を実現する新システムを開発した。

製造工程から排出される有機廃液廃棄物

を従来方式より70％、1980トン削減する

ことで、廃棄物処理委託費は年間3500万

円の削減が見込まれる。

　■有機廃液の 97％を自社内処理

　半導体製造工程で発生する有機廃液は、

強アルカリ性でリサイクルが困難なため、

宮城沖電気では、90％を社内微生物処理

施設で処理していた。微生物処理方式は、

微生物により有機物を炭酸ガスと水に分

解するもので、最終廃棄物が減り有害物

も発生させないのが特徴。

　残り10％は外部廃棄物処理業者へ処理

を委託し、助燃材としてサーマルリサイ

クルしていたが、この過程でＣＯ２が発

生することや、運搬中の漏洩リスクと処

理委託費用などの問題があるため、有機

廃液全量の微生物処理化を目指した。

　新システムでは、従来工場の棟ごとに

まとめて処理していた、さまざまな工程

から排出される混合有機廃液を、有機廃

液の種類ごとに分離する分配配管方式を

採用し、それぞれの種類に対して最も処

理に適した微生物群を活用することにし

た。また、微生物による有機物分解効率

が温度に影響を受けることに着目し、1

年を通して微生物の活動が最も活発にな

る最適水温に保つことで、分解効率を1.5

倍に向上させることに成功した。水温コ

ントロールには、空調ボイラーの廃熱等

を利用することで低コスト化も実現した。

　■「資源循環型工場」商品化へ

　これらの取り組みにより、有機廃液の

97％を自社内で処理できるようになり、

大幅に有機廃液廃棄物と処理コストを削

減する道を開いた。今後は、さらに研究

を進めて有機廃液全量の微生物処理化を

実現するとともに、水や廃棄物だけでな

く製造工程で使用される化学物質の社内

再利用までを考慮した「資源循環型工場」

の構築を推進していく計画という。

　また、宮城沖電気と共同で開発を担当

した株式会社沖環境テクノロジーは、こ

のシステムの商品化を計画しており、環

境にやさしく安全なバイオリサイクルシ

ステムの普及を促進する。


